
2027年 3月期第 1四半期 

決算後 IRミーティング 質疑応答 
 
【日 時】 2026年 8月 7日（金）10:00-11:00 
【形 式】 オンライン配信 
【登壇者】 IR広報室長  山田哲也 
 
（※）主な質疑応答の要旨を記載しております。 
 
 
質問 ：第 1四半期は、社内の計画に対して売上高、営業利益でどれくらい上振れたのか。

その要因について教えてほしい。 
 

回答 ：売上高は社内計画比で約 10％上回り、営業利益はほぼ計画通りで着地。主な要因
は、メモリ価格高騰に伴う商品単価の上昇局面において、PCの販売台数が想定し
ていた下げ幅までは至らず、底堅く推移したことである。7月での値上げ、そして
今後 10月にも予定されているメーカー各社の値上げを見越した駆け込み需要が一
定数発生したことが、売上の押し上げに寄与した。 

 
質問 ：粗利率が前年同期比で低下しているが、粗利額を維持・確保するための施策の状況

を教えてほしい。また、サーバービジネスでの利益確保については、前年の第 4四
半期と比較して第 1四半期は厳しくなっているのか、あるいは改善しているのか。 

 
回答 ：粗利額の維持のため、市場の商品価格が上昇するなかでも、可能な限り販売価格を

維持できるよう、需要を予測しながら戦略的に在庫を増やしている。サーバーにつ
いては、前年の第 4四半期と比べて、価格転嫁が進み、納期遅延も一部商品を除い
て解消されつつある。想定納期より早く入荷しているケースもあるが、第 1 四半
期は、特にデータセンター向け等の大型案件が複数あり、粗利率が下がった要因の
一つとなっている。 

 
 
 
 
 



質問 ：第 1四半期は増収であった反面、減益となった要因を教えてほしい。粗利率が前年
同期比で 1%低下しているが、その背景と第 2四半期以降の見通しはどうか。 

  
回答 ：粗利率低下の要因は主に以下の 3点。①PC売上高構成比率において、粗利率が相

対的に低い GIGA スクール案件の比率が前年同期比で約 10％程度高まったこと。
②PC価格の急激な上昇により、価格転嫁が一部遅れたこと。③データセンター向
けなどの大規模案件が複数あったこと。 
第 2四半期以降のミックスについては、昨年度の第 2四半期がWindows更新需要
のピークとなっていた影響が出てくる見込み。それに対して戦略的に在庫を増加
させて対応できるよう取り組んでおり、第 2 四半期以降の利益率は、改善すると
想定している。GIGAスクール案件については、メモリ価格高騰の影響から、納入
時期が一部翌期へ持ち越される可能性もあり、状況を注視している。 

 
質問 ：特需期が終わっているのにも関わらず商品在庫が 2026年 3月末比でも大幅に増加

しており、商品価格の先高感を見越しての積み増しという理解だが、キャッシュポ
ジションは問題ないか。また、何か月分程度の在庫を抱えているのか目安を教えて
ほしい。 

 
回答 ：第 1四半期終了時点で約 1,000億円の在庫があるが、ボリュームとしては当社の 

月商の 1か月分程度である。今後 7月・10月とメーカー値上げにより価格が上昇
していくという情報も出ており、需要が前倒しで発生している側面がある。そのた
め、6月末時点の受注残も前年比で約 1,000億円増加しており、増加した在庫には
その受注分も含まれるため、大きなリスクを持っている状況ではない。キャッシュ
ポジションに関しても、当社は運転資金を非常に高回転で回している。回収と支払
のサイクルの中で、2026 年 6 月末の現金及び預金が 66 億円だったという状況で
あり、今後もしっかりとコントロールしていく。 

 
質問 ：サーバー取扱高の現状について、AI サーバーの寄与はどの程度であると考えてい

るか。 
 
回答 ：サーバーは、メモリ価格高騰に伴い販売価格が上昇しており、価格転嫁も進んだこ

とで大幅な増収となった。AI サーバー（GPU搭載機）については、現時点での業
績寄与は限定的であるものの、引き合いは確実に増加している。今後、生成 AI の
業務活用が本格化するフェーズに合わせて、需要はさらに拡大していくと分析し
ている。 

 



質問 ：データセンター向けの大型案件において、当社のどのような強みが発揮されている
か。 

 
回答 ：当社の最大の強みは、圧倒的な「商品供給力」と「マルチベンダーにおける調達力」

にある。サーバー、ストレージ、ネットワーク機器など、多種多様なメーカー製品
をワンストップで調達し、複雑な納期管理やコスト最適化を一括して担うことが
可能である。販売パートナーが構築や運用に注力できるよう、調達・物流の窓口を
一本化できる当社のプラットフォームは、競合他社に対する強い優位性となって
いる。 

 
 

以上 


